
完了検査チェックシート（建築物） 申請建築物に該当しない項目は、（ろ）欄を斜線で消してください。 港区

見出し
目視
検査

動作
確認

法第19条 敷地の衛生及び安全 □

法第21条 大規模の建築物の主要構造部等 □

法第22条 屋根 □

法第23条 外壁 □

法第24条 建築物が第22条第1項の市街地の区域の内外にわたる場合の措置 □

法第25条 大規模の木造建築物等の外壁等 □

法第26条 防火壁等 □

法第27条 耐火建築物等としなければならない特殊建築物 □

法第28条 居室の採光及び換気 □ □

法第28条の2 石綿その他の物質の飛散又は発散に対する衛生上の措置 □ □

法第29条 地階における住宅等の居室 □

法第30条 長屋又は共同住宅の各戸の界壁 □

法第31条 便所 □

法第32条 電気設備 □ □

法第33条 避雷設備 □

法第34条 昇降機 □

令第5章2節 廊下、避難階段及び出入口

令第5章3節 排煙設備

令第5章4節 非常用の照明装置

令第5章5節 非常用の進入口

令第5章6節 敷地内の避難上及び消火上必要な通路等

法第35条の2 特殊建築物等の内装 □ □

法第35条の3 無窓の居室等の主要構造部 □

令第2章2節 居室の天井の高さ、床の高さ及び防湿方法

令第2章3節 階段

令第112条 防火区画

令第114条 建築物の界壁、間仕切壁及び隔壁

令第129条の2の3 建築設備の構造強度

令第2章第4節 便所

令第115条 建築物に設ける煙突

令第129条の2の4 給水、排水その他の配管設備の設置及び構造

令第129条の2の5 換気設備

令第129条の2の6 冷却塔設備

令第5章の4第2節 昇降機

法第37条 建築材料の品質 □ □

法第39条 災害危険区域 □ □

法第40条 地方公共団体の条例による制限の付加〔東京都建築安全条例〕 □ □

法第41条の2 適用区域 □

法第43条 敷地等と道路との関係

法第43条の2
その敷地が4メートル未満の道路にのみ接する建築物に対する制限の付加
〔東京都建築安全条例〕

法第44条 道路内の建築制限

法第47条 壁面線による建築制限

法第48条 用途地域等

法第49条 特別用途地区

法第49条の2 特定用途制限地域

法第50条 用途地域等における建築物の敷地、構造又は建築設備に対する制限

法第51条 卸売市場等の用途に供する特殊建築物の位置

法第52条 容積率

法第53条 建蔽率

法第53条の2 建築物の敷地面積

法第54条 第一種低層住居専用地域等内における外壁の後退距離

法第55条 第一種低層住居専用地域等内における建築物の高さの限度

法第56条 建築物の各部分の高さ

法第56条の2 日影による中高層の建築物の高さの制限

法第57条 高架の工作物内に設ける建築物等に対する高さの制限の緩和

法第57条の2 特例容積率適用地区内における建築物の容積率の特例

法第36条 □ □

□ □

□

（い）
（ろ）

（は）工事監理者
チェック欄

条項

法第35条 □ □

□
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完了検査チェックシート（建築物） 申請建築物に該当しない項目は、（ろ）欄を斜線で消してください。 港区

見出し
目視
検査

動作
確認

（い）
（ろ）

（は）工事監理者
チェック欄

条項

法第57条の4 特例容積率適用地区内における建築物の高さの限度

法第57条の5 高層住居誘導地区

法第58条 高度地区

法第59条 高度利用地区

法第59条の2 敷地内に広い空地を有する建築物の容積率の特例

法第60条 特定街区

法第60条の2 都市再生特別地区 □

法第60条の2の２ 居住環境向上用途誘導地区 □

法第61条 防火地域及び準防火地域内の建築物

法第62条 屋根

法第63条 隣地境界線に接する外壁

法第64条 看板等の防火措置

法第65条 建築物が防火地域又は準防火地域の内外にわたる場合の措置

法第67条 特定防災街区製備地区 □

法第68条 景観地区 □

法第68条の2
市町村の条例に基づく制限〔港区地区計画の区域内における建築物の制限に関
する条例〕

法第68条の3 再開発等促進区等内の制限の緩和等

法第68条の4
建築物の容積率の最高限度を区域の特性に応じたものと公共施設の整備の状況
に応じたものとに区分して定める地区計画等の区域内における建築物の容積率
の特例

法第68条の5
区域を区分して建築物の容積を適正に配分する地区計画等の区域内における建
築物の容積率の特例

法第68条の5の2
区域を区分して建築物の容積を適正に配分する特定建築物地区整備計画等の区
域内における建築物の容積率の特例

法第68条の5の3 高度利用と都市機能の更新とを図る地区計画等の区域内における制限の特例

法第68条の5の4
住居と住居以外の用途とを区分して定める地区計画等の区域内における制限の
特例

法第68条の5の5
区域の特性に応じた高さ、配列及び形態を備えた建築物の整備を誘導する地区
計画等の区域内における制限の特例

法第68条の5の6 地区計画等の区域内における建築物の建蔽率の特例

法第68条の7 予定道路の指定

法第68条の9 都市計画区域及び準都市計画区域以外の区域内の建築物に係る制限 □

法第84条の2 簡易な構造の建築物に対する制限の緩和

法第85条 仮設建築物に対する制限の緩和

法第85条の2 景観重要建造物である建築物に対する制限の緩和

法第85条の3 伝統的建造物群保存地区内の制限の緩和

法第86条 一の敷地とみなすこと等による制限の緩和

法第86条の2
公告認定対象区域内における一敷地内認定建築物以外の建築物の位置及び構
造の認定等

法第86条の4 一の敷地にあるとみなされる建築物に対する外壁の開口部に対する制限の特例

法第86条の6 総合的設計による一団地の住宅施設についての制限の特例

令第137条の2 構造耐力関係

令第137条の3 防火壁及び防火床関係

令第137条の4 耐火建築物等としなければならない特殊建築物関係

令第137条の4の3 石綿関係

令第137条の5 長屋又は共同住宅の各戸の界壁関係

令第137条の6 非常用の昇降機関係

令第137条の7 用途地域等関係

令第137条の8 容積率関係

令第137条の9 高度利用地区等関係

令第137条の10 防火地域及び特定防災街区整備地区関係

令第137条の11 準防火地域関係

令第137条の12 大規模の修繕又は大規模の模様替

令第137条の14 独立部分

令第137条の16 移転

公共事業の施行等による敷地面積の減少についての第3条等の規定の準用

法第86条の7

法第86条の9

□ □

□

□ □
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完了検査チェックシート（建築物） 申請建築物に該当しない項目は、（ろ）欄を斜線で消してください。 港区

見出し
目視
検査

動作
確認

（い）
（ろ）

（は）工事監理者
チェック欄

条項

建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建築物として使用する場合の制限
の緩和

火の使用に関する規制の市町村条例への委任

住宅用防災機器の設置及び維持

常設映画館等の映写室の規格

消防用設備等の設置・維持等

広告物の表示等の禁止（広告物の表示及び広告物を掲出する物件の設置の禁止
又は制限に係る部分に限る。）

広告物の表示等の制限（広告物の表示及び広告物を掲出する物件の設置の禁止
又は制限に係る部分に限る。）

広告物の表示の方法等の基準（広告物の表示及び広告物を掲出する物件の設置
の禁止又は制限に係る部分に限る。）

臨港地区の分区内の規制（同法第50条の5第2項の規定により読み替えて適用
する場合を含む。）

□

家庭用設備の設置等 □

基準適合義務 □

建築物の新築又は増築の場合の駐車施設の附置（都市再生特別措置法第19条
の14、第62条の12及び第107条並びに都市の低炭素化の促進に関する法律
第20条の規定により読み替えて適用する場合を含む。）
〔東京都駐車場条例〕〔港区低炭素まちづくり計画の駐車機能集約区域内におけ
る建築物の駐車施設の附置等に関する条例〕

□

給水装置の構造及び材質 □

排水設備の設置等

排水設備の技術上の基準に関する特例

都市下水路に接続する特定排水施設の構造

宅地造成等に関する工事の許可

変更の許可等

特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の許可

変更の許可等

流通業務地区内の規制 □

基準適合義務 □

開発行為の許可

変更の許可等

建築物の建蔽率等の指定（同法第３５条の2第4項において準用する場合を含
む。）

開発許可を受けた土地における建築等の制限

開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の制限

建築の許可（都市再生特別措置法第36条の4の規定により読み替えて適用する
場合を含む。）

航空機騒音障害防止地区内における建築の制限等（同条第5項において準用す
る場合を含む。）

航空機騒音障害防止特別地区内における建築の制限等（同条第5項において準
用する場合を含む。）

自転車等の駐車対策の総合的推進 □

□

排水設備の技術上の基準に関する特例 □

特別特定建築物の建築主等の基準適合義務等〔高齢者、障害者等が利用しやす
い建築物の整備に関する条例（建築物バリアフリー条例）〕

□

緑化地域の緑化率

一の敷地とみなすことによる緑化率規制の特例

地区計画等の区域内における緑化率規制

特定建築物の建築主の基準適合義務 □

耐火建築物の主要構造部に関する技術的基準 □令第108条の3

特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法第
5条第1項

特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法第
5条第2項及び3項

自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐
車対策の総合的推進に関する法律第5条第4
項

浄化槽法第3条の2第1項

特定都市河川浸水被害対策法第8条

都市緑地法第35条

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する
法律第11条第1項

都市計画法第35条の2第1項

都市計画法第41条第2項

都市計画法第42条

都市計画法第43条第1項

□都市緑地法第36条

都市緑地法第39条第1項

□

宅地造成及び特定盛土等規制法第30条第1
項

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に
関する法律第14条

流通業務市街地の整備に関する法律第5条第
1項

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正
化に関する法律第38の2

都市計画法第29条第1項又は2項

□

ガス事業法第162条

駐車場法第20条

水道法第16条

都市計画法第53条第1項

下水道法第10条第1項

下水道法第30条第1項

宅地造成及び特定盛土等規制法第12条第1
項

宅地造成及び特定盛土等規制法第16条第1
項

宅地造成及び特定盛土等規制法第35条第1
項

消防法第9条

□ □
消防法第9条の2

消防法第15条

消防法第17条

屋外広告物法第3条

□屋外広告物法第4条

□

法第87条の3

□下水道法第25条の2

屋外広告物法第5条

港湾法第40条第1項

高圧ガス保安法第24条
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完了検査チェックシート（建築物） 申請建築物に該当しない項目は、（ろ）欄を斜線で消してください。 港区

見出し
目視
検査

動作
確認

（い）
（ろ）

（は）工事監理者
チェック欄

条項

避難上の安全の検証を行う建築物の階に対する基準の適用 □

避難上の安全の検証を行う建築物に対する基準の適用 □

工事監理の状況 □

（備考）

（注意事項）

３．検査を行った建築物の工事が施行規則第4条の4の2において準用する施行規則第4条第1項第1号に規定する図書のとおり実施されてい
ることを確かめたときは、（い）欄に掲げる建築基準関係規定ごとに、（は）欄の該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。この
場合において、目視又は簡易な計測機器等による測定を行ったときは、「目視検査」の欄のチェックボックスに、動作確認を行ったときは、「動
作確認」の欄のチェックボックスに、それぞれ「レ」マークを入れてください。

４．検査を行った建築物が法第39条第2項、法第40条、法第４３条第３項、法第43条の2、法第49条から法第50条まで、法第68条の2第1
項若しくは法第68条の9第1項の規定に基づく条例（これらの規定に基づく条例の規定を法第87条第2項又は第3項において準用する場合
を含む。）、法第68条の9第2項の規定に基づく条例又は令第9条に掲げる法律の規定に基づく条例の規定の適用を受ける場合は、当該条例
の名称及び適用を受ける規定を備考欄に記載し、又は別紙に記載して添えてください。

５．施行規則別記第19号様式による申請書の第四面に記載された工事監理の状況、施行規則第4条第1項第2号及び第3号に規定する写真並
びに施行規則第4条の4の2において準用する施行規則第4条第1項第6号の書類による検査を行ったときは、「工事監理の状況」の欄の
チェックボックスに「レ」マークを入れてください。

６．（は）欄の記載では書き表せない事項で特に報告すべき事項は、備考欄に記載し、又は別紙に記載して添えてください。

令第129条

令第129条の2

１．この様式による書類は、（い）欄に掲げる建築基準関係規定が、検査を行った建築物に適用されない場合は、当該規定に係る部分を省略し
た様式により作成することができます。

２．検査を行った建築物について（い）欄に掲げる建築基準関係規定の適用がないときは、（ろ）欄に斜線を入れてください。
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